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【第16回 食品業界による労使懇談会講演議事録】

2006年12月5日

　　『単組労使関係に期待するもの』

労働者福祉中央協議会　会長　笹森　清　[image: image1.png]



昭和１５年、東京生まれ。３５年に東京電力に入社し、平成３年に東京電力労組委員長、平成５年に電力総連会長など歴任。日本最大の労組全国中央組織である連合事務局長を経て13年に同会長に就任。現在、労働者福祉中央協議会会長。

　配布資料はこちら→



―講演にあたって―

皆さん、こんにちは。今日は、フード連合の第１６回の労使懇談会にお呼びいただきまして、ありがとうございます。今、司会の江森さんの方から紹介がありましたように、昨年の１０月に連合会長を退任して、ちょうど、１年と１カ月になります。ありがたいことに、色々なところで、「あいつは今暇しているのだろうから、少し話をさせてやるか」という声がたくさんかかり、地域でいうと、経営側の方、例えばライオンズクラブ、青年会議所、各地域の生産性本部や、中小企業連合会、そして地方経営者協会、こういうところから呼ばれています。もちろん組合関係もいっぱいあります。１３カ月目の今日が８３回目の講演になります。この間にも、大学、高校、色々なところから頼まれて色々な話をしました。

　なぜこのようなことを言うかというと、非常にありがたいことに、自分は労働組合活動と労働運動を４０年やりました。今、言葉の使い分けをしたものを耳に残してください。４０年やらせてもらって、去年卒業しました。ここから先、自分がそれぞれの職場や地域、現場で色々体験したことを、現状を踏まえてどのようにぶつけ合って、これからどうしていこうかな、という中で、少しでも役に立つようなことができれば、という思いがあり、地方の労福協の事務局には、声がかかればスケジュール調整して絶対に伺うと言ってあります。それでどんどん回数が増えてしまっています。今日は食品関係の皆さん方にお話をする機会をいただきましたので、少し気合いを込めて話をさせていただければと思います。

　まず資料ですが、私の資料以外に、フード連合事務局のほうで用意された資料に目を通させていただきました。後で、この資料の中にある、社会産業政策委員会の作ったＣＳＲハンドブックについては、私の話の中でも、少しこの事が入りますので、ここに書いてあることを特に注視しながら読んでみました。書いてあることはそういうことなのですが、それをどうやって労使が実施していくか、これから一番大きな問題になってくるという気がしています。

　それから、この前段に紹介があったように、昨日から今日にかけての２日間フード連合では、春闘討論集会をやられており、昨日は連合の中小共闘の委員長のＪＡＭの小出さんと、連合で組織を担当している高橋均副事務局長が来て話をいただいたと聞いています。この中で、特にパートタイマーの組織化の問題は、これからの日本の産業の中で、労使にとって極めて重要な課題です。本気で取り組むにはどうしたらいいのか、ということを、是非、他の業界に比べてかなりパートの方々が多い産業だろうと思いますので、この辺については思いを一緒にさせていただければと思っております。

　それから、フード連合の紹介のパンフレット、この中では、私が現役時代に毎年呼んでいただいた、フード連合春闘決起集会の写真が載っておりました。日本型の春闘方式は、世界にない例であり、これが５０年を経過していく中で、新しい形をどう生み出そうか、このことも少し話の主題として、触れさせていただきたいと思っております。

　そのような中で、私のほうからはレジュメを出させていただきました。連合会長、事務局長をやっている時は、いろんな講演を頼まれたり、集会、大会等で挨拶したりする時、１時間喋ろうが、２時間喋ろうが、私は原稿を作ったことがありません。いろんな思いをその時の雰囲気の中で見つけ出してもらいたいということで、原稿なしでやるのが大体今までのやり方だったのですが、連合と全く関係のない人たちと話をするようになって、言葉一つとっても通じないことが結構あるのです。話していることなんか、えっ？というようなことがたくさん出てくるのです。そのような中で誤解をされないようにということで、こういう人たちの時はこんなレジュメかな、こっちではこんなレジュメかなと作ってきたのがここにあるものです。新聞の切り抜き等は季節によってどんどん変えていきます。今日はちょっと変え損なったので、古いものが載っていますので、後で少し補足をさせていただければと思います。

　その中で、先ほど紹介したように、いろんな学校で講義を頼まれる中で、京都大学が設立１００周年を機に、高齢社会になるこれからの日本の中で、学歴を問わず、卒業された方で、もう一度勉強してみたいという人のためのシニア大学院をつくりたい、このような動きが出てきまして、京セラの稲盛さんだとか、資生堂の福原さん等に相談して、文部科学省に申請しました。来年の春、認可がおりることになります。京都大学の稲盛記念ホールで設立総会が行われたときに、私が記念講演を頼まれ、１時間半あまりしゃべるように頼まれました。それならば、ちょっと学生にも話してくれないかということで、４時限ものをつくったのが、最初に書いてあるレジュメ４ページです。ですから、これはしゃべると８時間ものになりますが、今日特に、単組の労使関係に期待するということ、どのようなことがあるのが現状なのかということについて触れながら、ポイントを絞った話を進めてまいりたいと思います。

　それから、その次を開くと、「少子・高齢化・人口減少社会の進行」というグラフをつけております。これは私の話をあちらこちらでやっている中で、労福協の事務局が大変苦労して作ってくれたグラフです。したがって、オリジナルですので、後でこれについては少し説明を加えます。それぞれの中でどうお使いになろうとも、著作権の侵害だ、知的財産の侵害だなんてことは言いませんので、遠慮なく活用していただければと思います。しゃべるネタとしてはこれだけで１時間分ぐらいあります。

　それから、その次が、これは私が昨年の連合会長をおりるに当たって、７月に行われた政治シンポジウムの中で使った資料の一部です。なぜ政治シンポジウムがあったのかというと、私は１９９３年に連合の副会長で政治担当になり、４年間やりました。それが終わって、事務局長４年、会長４年という、１２年間連合の仕事に直接携わった時期があるわけです。このときに、ちょうどこの表にあるような日本の政治の中に大激変が起こっているところにぶつかったということです。まず、ここだけ簡単に申し上げると、一番上に書いてある政党の名前が９つあります。そして、ちょっとおりてくると、９０年に入ったところで、海部内閣から宮澤内閣に変わるところに波線が打ってあります。これはなぜかというと、この１９９０年を思い出していただければわかると思いますが、自民党が１党でやってきた日本の政治、これがどうにも行き詰まった。政治改革をやらなきゃいけないということで、経営側のほうからは亀井正夫さん、当時の生産性本部の会長がトップになり、東大の佐々木総長と私どもが入って、民間政治臨調をつくった。政治改革をやろう、これがマスコミを含めて燎原の火のごとく日本全国をつつんだ中で、自民党の政治ではだめだという中から細川新党ができ、自民党から武村さん、羽田さん、小沢さん等が抜けて、９３年の夏の選挙で、それまで１回も単独過半数を失ったことのない自民党が衆議院で単独過半数を失ったというのが、この波線から下の内容になります。

　そこから先は、ご存じのとおり単独政権から連立政権の時代に入っていきます。９３年、一番大きかったけれど、一番右の自民党と、左の共産党とを除いた７党１会派による第一次連立政権の細川内閣、８カ月でドボン。そして、社会党とさきがけが閣外協力をやった大変不確かな第二次連立政権が羽田内閣、２カ月でドボン。そして、あろうことか、５５年体制の両翼であった社会党と自民党が、さきがけを間に挟んで連立を組んでしまった自社さ連立政権。同じ連立でも、自民党が戻ってきた連立政権ですね。

　それから、今度は１９９６年の１月１１日に村山さんから橋本さんにかわって、完全に自民党が復権をした連立政権。そして、橋本、小渕、森、小泉、そして今の安倍と続く、自民党中心の連立政権の時代というのがここに書いてあります。この中で見ると、連立政権の性格が変わるわけです。自民党が入っていた時、入っていなかった時。それから、入っている中でも自自から自自公、自自公から自公保、自公保から自公というふうに変わっていくという中で、どういうふうに変質をしてきたか。

　これは何を言っているかというと、大変不幸なことに、この数日間は、郵政民営化で造反組が戻る、戻らないばっかりが、国会の中、あるいはマスコミでも取り上げられているけれども、あの図式は何なのかということを、ぜひ経営側の皆さんにも組合の役員の皆さんにも考えてほしい。これは日本をどう動かすかという政策の座標軸が定まっていないということです。日米安保条約をどうする、外交防衛をどうする、アジアの平和の問題のかかわり方はどうするのですか、憲法をどういうふうに直すのですか、直さないのですか。その上で、経済政策については強いやつ、弱いやつという図式の中から今のような二極化社会をどのように直していくのですか。ということを、政治家はきちんと自分の座標軸を決めて、それに対する政党の集まり方というのがあるはずじゃないか。これが何でいつまでたってもこんなに揺れたり、新しい党ができたり、またくっつき合ったりしているのか、というのをあえて言いたいがために、このグラフをつくったのです。

　この中で、興味のある方は、政治家の名前を当てはめてみてください。２人だけ例を出します。１人は細川さんの右横にいて、あんな自民党の政治は絶対直さなきゃいけない、私、頑張るわと言っていたけれども、いつの間にか５つの政党を渡り歩いて自民党へ行き、３回連続で、小泉内閣で大臣になり、安倍さんに代わった途端、首相補佐官で戻った小池百合子さんという人がいますね。あの方が一番ルンルンなのです。もう１人、自民党を飛び出して、改革しなきゃいかんと言ったのだけれども、たまりかねて戻っちゃった。そして、一時、日本で一番有名になった防衛庁長官の石破茂さん。これも我々、鳥取県で応援した人なのです。このような方々を数えてみると約５０人います。そのような中で、もう一回、私はその人たちとどうなのかと話をしてみたい。このような中、日本の政党会派、そして政治家は、どこを向いて仕事をやっているのか、ということの１つの参考資料のために、これを出したと言っておきます。

　その次は、この半年間の中で、小泉内閣が変わるというときに色々なインタビューや、地方講演した中での、小泉内閣、二極化社会をどう是正したいか、という私の思いを受けてくれて、書いてくれた記事を参考に載せておきました。

　その次が、月刊「連合」の６月号に、今全国で申し上げている、完全に壊されてしまった地域社会を、特に地方を再生、活性化させるためには、労働運動や福祉団体がどのような役割をすべきなのか、今までと同じでいいのかどうなのか。ということについて、こういうことではないのか、ということを申し上げたのが、このインタビュー記事になっています。

　その次の資料。「変容する労使関係――諸外国と我が国の動向」、そして「日本的労使関係の変革」という私の記事が載っていますが、これは労働研究機構、旧労働省の外郭団体になりますけど、そこが毎月発行している「ビジネス・レーバー・トレンド」の今月号の巻頭言に書いた原稿です。これは今日の話の中の一番中心テーマになっているかなと思っています。この原稿を出した途端、全国の生産性会議から講演に来いという話がきまして、今、特に地方を中心に、年内中に駆け回るというスケジュールになっております。

　一番後ですが、見城美枝子さんと私の対談記事を載せておきました。これも読んでみてください。少子高齢化、人口減少社会の中で、それぞれの年代や、それぞれの立場で一体どういうことをやるのか、受けとめてやらなきゃいけないのか。基本は、長寿、人類の夢、長生きが実現する世の中を暗くしてはいけない。しかしながら、人類の宝であった子供、これが増えていかないことに対して、もっと危機感を持って対応しなきゃいけない。この２つを中心にしながら、これからの日本社会をどう考えていくか、ということをこの中に書いてあると見ていただければ、大変ありがたいと思います。

―労働運動の歴史―

　そのような中で、レジュメのほうに戻って、これから約１時間程度お話をさせていただきますが、始める前に、同志が、皆さんに大変お世話になっています。特に味の素の委員長と、選挙に携わった方にはお礼を申し上げる次第です。城島さんは、まだ頑張っていますので、食品業界全体で応援を、また、次の選挙に向けて私も応援しています。その上で、４月の補欠選挙で大変お世話になったキッコーマンの委員長のお顔が見えます。この組合と労使の色々な力がなければ、あのキャバクラお姉ちゃんと言われた人が当選することはまずなかったのではないか、なぜあの選挙は９５５票差で民主党の、それもあのキャバクラ姉ちゃんが勝っちゃったのか、その後ろには何があったのか、ということを暴露した記事が６月に発行されました。いつも資料では出していたのだけれど、今日はあえて出しませんでしたが、出しておけばよかったなと思いました。その後ろにいた黒幕の張本人が私であり、現場で動いたのがキッコーマンの委員長だったというふうに書かれているのですが、そのとおりということではないけれども、何であの９５５票差というのがあったのかというのが非常におもしろいということを、今日は主題ではありませんので、機会があれば、いずれそのうちまたお話しします。

　今日はもう１人にお礼を言っておきます。男ばっかりじゃなくてよかったです。女性が１人いてくれたので大変助かります。味の素を含め、キッコーマンを含めて、食品業界はこんなに女性が少ない職場ではないはずですね。経営側もそうだし、組合側でもそうだけど、もっともっと女性を登用してください。そういう中で、これから申し上げることは、日本社会の戦後、女性の力をかりて大きくなってきたのだということが話の主題になります。ということで、レジュメの１ページをご参照ください。

　ポイントを３つだけ言います。まず１つは、戦争が終わった年、廃墟の中の日本、戦争に負けたのだと植えつけた見事な写真が２枚あります。今テレビを見ると、「昭和と戦争」というライブラリーの紹介のコマーシャルをやっています。あの中に頭のてっぺんから襟の中まで噴霧器でＤＤＴを吹きかけられて真っ白になっている子供たちが出てきますね。そして、その次に出てくるのが、今の金正日将軍様率いる北朝鮮と同じように、窓ガラスのない列車、飛び出し、屋根まで乗っかって買い出しに行っている買い出し列車の写真。そして、ちょうど私どもの年代ですが、青森、鹿児島、北と南両方から集団就職列車に乗ってくる中学生。こういう写真があります。

　その次に、日本が戦争に負けた、時代が変わると印象づけた写真が２枚。これはもう皆さんも見たことがあると思います。１枚はサングラスをかけて、コーンパイプを持って、飛行機のタラップをおりてくるマッカーサー元帥の写真。もう１枚は、そのマッカーサーの横でモーニングを着て、直立不動で立っている昭和天皇とマッカーサーのツーショットの写真。これは何も言わずに天皇様がマッカーサーに謝っちゃった、日本は負けたという、時代が変わっちゃうのだなと印象づけた見事な写真です。

　そのマッカーサーが乗り込んできて何をやったのか。日本を痛めつけたわけじゃないのです。日本がぎりぎりで再生し、生きていける国にするためにはどうやったらいいのかということを考えたＧＨＱの作戦があり、そして、それが、戦争が終わってたった１カ月半後に出された、ここに書いてあるマッカーサーの民主化五大政策。評価は色々ありますが、これが日本を戦前と違う国に変えた大きな政策だったということは間違いない。

　五大政策だから五つあります。後ろから言います。経営の民主化。これは当然わかっているでしょう。挙国一致、討ち手してやまん大和魂なんていって、軍需産業は駄目ですよ。

　そして２つ目が、人権、民権の回復。各種抑圧条例の撤廃。ここでちょっと属性調査をします。まず、年齢を調べさせてください。今日は、二十代はいないと思うけど、念のため、二十代の人。三十代。ああ、経営側にもいらっしゃるのですね、ありがとうございます。３５歳までの人。はい、今手を挙げた方が、労働４団体を知らない年代。手を挙げなかった人との決定的な違いがあります。１６回を数える食品の労使懇談会。１６回ということは、１９８９年スタートだろう、あるいは９０年スタートだろうと思いますが、ちょうど連合が結成されたとき。そのちょっと前に、旧４団体の総評、同盟が解散をした。だから、３５歳までですよという人は、それ以降に入社、組織に入ってきた人だから、労働４団体を知らない。

　その中で、労働４団体を知っている、組合でいえば最前列のほうに並んでいる人たちが労働４団体のしがらみにいまだにとらわれている。古くて新しいものを両方大事にするのだとさっき書いてあったけれども、どちらかというと、古いものにノスタルジックがあるというふうなことから、なかなか抜け切れてない。これは余談です。

　５０代。６０歳以上。おられますか。６５を超えている人、いない。ということは、今日はこの中で私が最年長。ですから、少し歴史を偉そうにしゃべっても大丈夫でしょう。とはいってもあまり知りません。聞いた話です。

　ここで２つ目の人権、民権の回復、なぜこういうことを言っているかというと、組合の大会をやる、いろんな集まりをやると必ず祝電が出ます。その祝電の冠言葉が、これは定例句になっていて、「貴大会の成功を祝して」と必ず書くのです。これは戦前、組合が集会をやる、２人、３人が集まる、途端にこれ（官憲）が来て解散、やらせない、排除という色々な抑圧されていた時代。これを全部取っ払ったのがマッカーサーの民主化政策。

　そして３つ目、学校教育の自由化。私どもの年代は、私は新制学校の第１期生、昭和２１年のとき小学校１年生です。このときに、中学ぐらいまで、学校に行くとこんもりした森があって、そこに１つのお社がつくってあった。中に何があったかのというと、天皇・皇后の御親影と教育勅語なのです。それに敬礼してから授業を受けていたという、そういう時代の学校教育、これを変えろというのですね。

　問題は上の２つ。まず１番目、戦前はどんなに学歴が高かろうが、高貴な生まれの女性だろうが、選挙権は１人もありません。男も高額納税者だけなのです。２.２％ぐらいしか選挙権を持っていない。太平洋戦争に入る前２５歳以上の男に選挙権を与えて終戦。女性の権利を拡大するために、女性に選挙権を与える。二十歳以上、おかげで男も二十歳以上に選挙権をもらえたというマッカーサーの権利の拡大。

　問題は、この４つじゃなくて、５つ目。今日の中心テーマになる話なのです。戦前もそうだし、戦後もそうだし、今もそうです。資源のない日本と言われています。その資源のない日本が、いい、悪いは別ですよ、日清戦争、日露戦争、太平洋戦争、中国、ロシア、欧米列強を相手に戦いを挑む、それだけの国力を、明治維新後、急速に持ったという原動力は何だったのか。それは、世界で一番だと言われている勤勉な労働力、働く人の力だった。この廃墟の日本を自力で再生させるためには、この働く人の力を活用して、日本を再生させたい。そのために、働く人の力を活用するために何が必要か。マッカーサー司令部のＧＨＱは、労働者に団結しろと、労働組合の結成・奨励策を出したのです。これが普通の場合の国の法律の形成過程とものすごく違う部分なのです。

　その証拠は、その次に書いてありますが、１９４５年１０月２３日、戦争が終わってたった二ヶ月後です。もう労働組合法が施行されたのです。だから、今の連合の髙木会長は、色々なところで話をするときに、日本は世界で一番労働組合をつくりやすい法律を持っているのにということを必ず言います。最盛期、５５.７％の組織率がありました。２人に１人以上労働組合員だった時代があるのです。社会主義国家、共産主義国家じゃありませんから、１００％ってことはあり得ない。半分超えるといったらものすごい数です。

　そうはいっても、②に書いておいたように、貧しい時代、必ずどこかで労働争議があり、終われば、組合や組合関係者だけが罰せられるのじゃあんまりだ、それだけの理由ではないけれど、労働関係調整法ができた。そしてその半年後、１９４７年の３月に、働く人、これを大切にするために、これ以下で働かせてはいけないという労働基準法が施行されています。教育基本法が施行されたのは、この月の３月３１日。ただし、まだ教育勅語は生き残っておりました。並立時代なのです。そして、この年の５月３日に憲法が施行されている。おかしいと思いませんか。普通は、その国の国民をどうするかということを決める憲法がまずある。その中の条文に基づいて、次世代をつくっていく国の、今度は思想をなすという、教育をどうするかという教育基本法ができる。したがって、憲法がお父さん、お母さん、教育基本法は長男。そして、働くということを保障するということであれば、労働に関係する法律は次男坊、三男坊。この次男、三男が先にできて施行されて、そして、長男がその次に続いて、憲法の親が一番後に出てくるというのは、日本だけなのです。こういう決め方をされたのは、もちろん、占領軍のもとだったからということがあるし、見ても非常にそういうことが働いていたということがあるけれども、この法律のでき方に注視しながら、その中で特に労働三法が先にできたという重みを、ぜひ労使とも覚えておいていただきたい。

　その上で、どんな時代だったか簡単に言うと、１９４６年、もうとにかく全部の産業が、とんでもないストライキだの、労働争議ばっかりやっていたのだけど、私は３つ取り出しています。１つは、この時代を反映したスローガン。この当時、賃金上げろ、ボーナス増やせ、労働時間短くしろなんていう要求を出したのではないのです。東芝、７５日間のストライキで掲げたスローガンが、ここに書いてある「明日働けるだけの食い物をよこせ！！」。高等学校でこの話をしたら、「うそだ」って生徒の声が聞こえた。そうだよね。食い物に困るなんていうのは体験したことが彼らにはない。激しいストなんてとんでもない。それで、職場の中ではソビエト型共産主義がいいか、アメリカ型民主主義がいいかという、いわゆる民主化路線をめぐっての組織対立と共産党主導の激しい労使対立の中で、組合側が過激になり過ぎて、組合をつくらしたのだけど行き過ぎ、共産主義化を止めるということで、マッカーサー司令部がレッドパージをしたのがこの時代です。

　私の所属する電力、この電気を１６回とめるストライキ。これでは、生活も国も企業も成り立たない。ストライキの規制法が適用されて、５０年間いまだにスト規制がされたままという産業は、多分電力だけでしょう。それぐらい激しかったという事実です。そのときに、各地域で個別にやる中で、組合が結構まとまってやっているけれども、会社側が全部個別に対応していたらたまらない、というので、日本経団連、当時の日経連が設立されるのが１９５４年です。このとき掲げたスローガン、「闘う日経連・経営者は正しく強かれ」。労組双方に質問します。このスローガン、最近目にした方、手を挙げてください。さすがに渡邉会長よくみられている。

　経営側も必ず春闘方針を立てますね。今度の日本経団連は、前の労問研じゃなくて経労委報告というふうになっていますが、この２００６年春に出した経労委報告の表紙に、５２年ぶりにこのスローガンが復活したのです。なぜかというのは、連合も分析していますが、後で労使関係の変遷の中で触れたいと思います。

　そして、人権闘争と言われた女工哀史、野麦峠。近江絹糸争議。１９６０年、国を二分する労使の紛争とイデオロギーの紛争、これが「総資本と総労働の戦い」と言われた三井・三池闘争。そしてもう１つが、６０年の日米安保闘争。戦後の６０年を、時代の変わり目ということになると１５年タームで変わってきます。最初の変わり目がここなのです。この前の年、今の天皇・皇后が結婚され、そしてこの４年後、１９６４年、昭和３９年に東京オリンピック、高度経済成長時代の波に入っていくという６０年代。これがちょうど全共闘時代と言われた学園闘争の真っ盛りの時代ですね。この学園闘争、安保闘争を主導し、そして成田闘争のリーダーになり、東大安田講堂事件、そして１９７０年、これが国民の反感を買い、共感を失った、今映画になっているけれども、連合赤軍の浅間山荘事件の１０年間の全共闘時代が、ここで学生運動が大体下火になって、ちまちましたセクトの運動ばっかりになったという時代になる。

　この１９７０年代はどんな時代だったか。三島由紀夫の切腹で始まって、私の青春が終わった時代です。１９７４年１０月１４日、「ジャイアンツは不滅です」という長嶋さんの引退。これで私の青春は終わったのだけど、この７０年代、きのうＮＨＫが、よみがえるキャンディーズみたいなのをやっていましたね。キャンディーズ特集。あれが１９７０年代の前半から後半にかけて、中３トリオ、山口百恵、キャンディーズ、ピンクレディーと続いていく、１つのいい時代をつくったという、これが６４年、１５年たった後の次の高度経済成長時代に入っていくという象徴的な出来事です。

　覚えておいてほしいのは、きょうの一番の目玉はこれです。５５年体制。１９５５年の１０月に右左に分かれていた社会党が統一されます。左が一緒になったのじゃ大変だというので、分裂していた保守が合同するのは翌月の１１月。今の自民党と社会党、これが自社の５５年体制のスタート。これだけじゃないですね。労使にとって極めて画期的な年です。１つは、春闘が始まった年です。春闘のことはそれだけしか言いません。もう１つが、労使関係にとって一番影響された生産性向上運動がスタートした年です。１９５５年の３月１日です。宣言が出ました。このときには、今でも官公労はまだこのことに賛成しませんが、民間の組合も最初の頃は、会社がもうかることに何でおれたちが協力しなきゃいけないのだと、かなり抵抗がありました。しかし、輸出で勝とう、そのためには生産性を上げて、ものづくり、製造業、今でいう、鉄鋼、造船、電機、自動車、金属機械、ここが中心になって、生産性向上運動に参加していく。当然、電力、ゼンセン同盟、食品産業もそういう時代を迎えることになります。このことが、東京オリンピック以降の高度経済成長時代とちょうど相まって、日本の企業がものすごい発展をしていく原動力になったことは間違いないのですね。生産性基準原理を私はあえて使うつもりもない。それはどうでもいいのです。生産性向上の一番のもとになったのは何かというのが、その次に書いてあることなのです。

　先ほどのＣＳＲの資料の中でも、そしてその他の資料の中でも触れられていますけれども、ステークホルダーという言葉があります。利害共有者と訳すのでしょうか。このステークホルダーにいく前に、生産性三原則を確認した労使の基本というのは何か、今日は覚えてほしいと思います。喧嘩ばっかりじゃだめだ、労使は協力しよう、その代わり、十分に論議して協議をしましょう、労使協議の充実、このことがまず前面だ。その上で、そういうことをやっている労使関係では、従業員の首は取りません。雇用を確保して拡大します。雇用の維持宣言をしたのです。そして、得た収益、成果については、公正な成果配分をやりましょう、これも決めたのです。これが生産性三原則です。去年の３月３１日、生産性運動５０周年がホテルオークラで行われて、議長の牛尾さん、そして来賓として小泉総理、奥田経団連会長、私の３人が出ました。私の前で、牛尾さんも小泉総理も奥田会長も、日本が奇跡の復興を成し遂げて、世界で１、２と言われる経済国にのし上がったのは、経営と政治の力であると言ったから、私は頭に来て、４番目のあいさつで、冗談じゃない、皆さん生産性三原則を知らないのですか、忘れたのですかと挨拶したのです。そうしたら、生産性本部の事務局から後で大喝采を受けたのだけれど、このことです。この三原則で何が大事かというと、３つ目のことなのです。ステークホルダーまで確認したのです。だれとだれとで成果配分するのか。経営者と労働者と消費者で分けるというのが生産性運動の最初の成果配分の確認なのです。ここをどうするかが、これからの非常に大きな労使の課題になってくるということですね。

　そのことによって、高度経済成長時代と相まって、スローガンが「欧米に追いつき、追い越せ」というキャッチアップコピーになって、追いつき、追い越す時代が１５年、そして、その次の１５年の３０年間、バブルがはじけるまで続くわけです。その中で、オイルショックを乗り越え、日本がジャパン・アズ・ナンバーワン、その原動力はルックイーストだとまで言われた日本的労使関係だ。これは日本人がつくった言葉じゃない。外国の人が本の表題にしたタイトルです。ルックイーストって何だ、日本の労使関係を見習えよ、アメリカもドイツもヨーロッパも、みんなそういって見学に来た時代があるわけですね。そのときに、これから労使がどうするかということを十分に詰めてほしいのは、一番右下に書いてあることです。労使の三種の神器といわれている日本型独特のものです。１つは終身雇用、もう１つが年功賃金、そして企業別労働組合。特にこの企業別労働組合が、６０年の時代を経る中で限界説が言われ、それをどう超えるかというのが今問われていて、私が事務局長、会長の８年間、労働組合、労働運動の再生、活性化に向けて、この企業別労働組合の限界、これを意識しながらどういうふうに超越し、この企業別労働組合を基本にしながら、日本の労使関係や労働組合、労働の現場を建て直していくのかということを言ってきています。

　この中でいろんな説がある。成果主義はどうだとか、能力主義がどうだとかいうけれども、この終身雇用――終身とは言わない、長期雇用と、去年に比べて賃金は必ず少しでも上昇するのだということが、家族のライフサイクルの中で、子育てをし、そして人生を終えていくというライフステージにどのくらいのいい効果をもたらしてきたのかというのを忘れてもらっては困る。これを金科玉条にしろとは言わないけれども、このことをどう大切にするかということです。

　その上で、２ページ、「失われた１５年」に入ります。失われた１０年というのはマスコミの表題だし、先ほどの挨拶の中でもありましたが、いざなぎ景気を超える――いざなぎ景気っていつだ。多分、さっきの３５歳までの人は全くわからないでしょう。１９６５年から１９７０年までの５年、５７カ月です。このときには、経済成長率は１０％を超えています。物価も高かったのだけど、賃上げもものすごかった時代だよね。今は５年超えた、５８カ月で新記録だというのに実感が全くない。しかし、２００１年から始まったということです。そうなのか？つい、去年、おととしまで、企業が成り立たないからリストラさせろ、賃金上げない、ベアなんてもってのほかだと言っていたのが、景気回復して５年だったら、じゃあどこ行っちゃったのですかって話だよね。こういうことについて、あんまり簡単に統計上の数字で、よかったとか、悪かったとか言ってもらっちゃ困るのだけど、私は、２００５年までは戻っていないということなので、あえて、「失われた１５年」と使わせてもらいます。

　その中で、このインフレ経済だった１９９０年代に入ると、これが、バブルがはじけてデフレ経済になったわけです。成長はマイナス、物価は上がらないということなのですね。その中で、企業収益が回復しない、そうなったらどうしよう。国際競争に勝っていかなきゃ日本は成り立たない。国際競争に勝つためにはどうするの、コストカットするしかないだろう。コストカットでは、手っ取り早いのは人件費、賃金を下げちゃう。下げたけどあんまり効果がないな、一番早いのは人を減らすこと、リストラという名前の人減らし。私はこれに、抗し切れなかった連合、労働運動のトップとして、じくじたる思いがまだまだ心の中に残ったままですけれども、これは置いておいて、そのときに、何がそれに拍車をかけたのかということです。これが構造改革なのです。

―社会の変化と構造改革、労使関係―

構造改革にもいろんな意味がありますが、１９９６年、これは先ほど政治の年表で言ったけれども、９５年まで、自民党が連立政権に変わったところだけれど、戦後５０年の年なのですね。９６年１月１１日、橋本さんが総理になって以降、５０年以降の１０年のスタートが切られた。ちょうど丸１０年です。この中で、橋本さんは就任早々、財政構造改革をやる、こう言って、９７年にそれまでやっていた特別減税をやめた。消費税は３％から５％に上げます、そして医療費も一部アップをします、国民に９兆円の負担を持ちかけた。これがデフレのスパイラル、悪循環に陥らせる最大の元凶だと。ここから日本の数字はとんでもなく落ちていく。

　そのときに、まあまあと言いながら、小渕さんがもう１回減税を戻したりしてくれたのだけど、森さんから小泉さんに総理がかわった時、２００１年の４月２６日、構造改革をやるために丸投げをした相手が２人いるのです。１人が経済担当大臣だった竹中さん。もう１人が、規制改革推進委員会の議長になったオリックスの宮内さん。小泉さんは、この２人に日本の経済政策と規制改革路線を丸投げしたのです。

　１０月、私は、竹中さんと一緒に、香港で行われたアジアの経済閣僚会議に一緒に出席しました。３ページのところに、国際関係ということでＧ８サミットだとか色々なことが書いてありますが、国際会議には必ず連合が行って、当地の開催国の元首と対談します。この時に、香港で行われた閣僚会議に行った時、私の目の前で竹中さんはこう言ったのです。小泉構造改革は、サプライサイドを強化させる政策だ。そのためにはデマンドサイドは犠牲になってもやむを得ないと言い切ったのです。サプライサイド、厳密に言えば生産供給ですね。しかし、これが今、学者も含めて広義な解釈でもっと意味が広い、生産、供給、経営、大手企業、中央都市、この５つがサプライサイド。そして、デマンドサイド、消費、需要、労働、そして、中小企業、地方都市なのです。前者のほうを強化し、後者のほうは犠牲になってもやむを得ない。このことが、今の格差社会、二極化を生んでいる最大の元凶です。そのことを実践するための規制緩和、これを必ずこの分野に対して強行し、そのことが今いろんな業界に影響が出ているというのが、宮内規制改革委員会の出してきた規制改革の中身なのです。もちろん、やらなければならない規制改革もあるけれども、現実の問題として、あそこまで行き過ぎた規制改革はやってはならないということになるのだろうというふうに私は思っております。

　じゃあ、その２人はというと、グローバルスタンダード、国際基準だと言いながら、実はアメリカのスタンダードをやったということなのです。アメリカは弱肉強食の世界と言われているけれども、長い歴史の中で、弱い人たちに対するセーフティーネットが、制度として完備しているのです。日本は弱肉強食すらなっていない。弱いやつが強いやつに食われるのは自然界の摂理。しかし、強いやつが食べる際に、限度、分がある。全部殺して食わないですよ。

　しかし、日本型竹中構造改革は、弱いやつは切り捨てて、打ち捨てて、おまえたちは朽ち果てろというやり方なのです。とんでもないやり方をされたのです。私がこの竹中発言を香港で聞いたときに、それ以降、竹中さん、宮内さん、そして政府の審議会の中で明確に、働く者、国民にとって最大の政策ミスをやろうとしているから、連合は徹底的に立ち向かいますという宣言をして、私は連合会長の４年間、勝ち切れなかったけれども、この２人は、小泉さんがいなくなった途端にあっという間に辞表を出していなくなったというのはどういうことなのか。

　そういう中で、「会社は誰のもの？」というのが問われているのです。御手洗経団連会長と丹羽伊藤忠会長２人が対談をした『会社は誰のもの？』という本を出しました。私は、そんなどっちのものでもいい。しかし、欧米型資本主義と日本型資本主義はどこが違うのかという決定的なものを、日本の経営者はもう一度思い出してほしいと思います。それは、先ほど言った生産性３原則。マッカーサーが出した、働く者の力を結集する。そして、経労委報告に、毎年書き込まれている言葉。働く人を大切にするということは、消えたことがないです。そのことによって確認されたステークホルダーの経営と労働と消費者で分けるというこの三者配分の一番の基本は、働く人を大切にすること。言いかえると、従業員主権なのです。

　しかしながら、これもこの資料の中、その他のところにもちょっと入っているけれども、経営側は、ここ五、六年、特に国際競争に勝たなければならないという言葉が出始めたときに、株主重視を言い始めた。この生産性３原則の中は、もちろん労働者主権、従業員主権だけじゃないのです。その対置するものは何かといったら、経営者主権なのです。しかし、経営と労働と消費者でわけるこの経営者主権の中には、株主の部分も含まれた経営者という配分なのです。

　ところが、今、これを独立させるということになってくれば、分配構造をどう変化させるのですかということをきちんと労使、あるいは連合と日本経団連が、ある部分シェア、そして、その分配の構造を確認しなければならない時期がもう来ているはずです。このことを詰めると、日本経団連は、個別企業の問題ですからと逃げるのです。業界はそんな能力がありません。個別企業は一体どうするのですか。やってないでしょう。成果主義を取り入れたところはあります。私は去年の春闘のときに、失敗した例と言われている富士通と、成功した例と言われているキャノンという言葉をマスコミの前で言って記事になりました。うちは失敗していないと富士通の経営側から大抗議の手紙が来ました。僕自身が言っているのではないのだ、ベストセラーになった本にそう書いてあるじゃないか、あんたのところの元社員が書いていましたよと言ったのだけど、しかし、今の日本型成果主義、能力重点になってくるうちはどうなのか。そのことによって分配をどう変えようかというのを考えなきゃいけないということは、本気で考えて欲しい。これは、逃げるつもりはこっちもないのです。相談に乗りますということを、連合の会長だって今、言っています。

　その上で、日本型資本主義って何だったのか。もう言わずもがなですが、社員ってだれなのですか。会社法、商法上は、社員は株主のことなのです。ところが、日本型資本主義、どんな大中小企業の経営者でも、従業員のことをうちの社員と言ってきたのです。私が全国回りをしたときに、民事再生法、会社更正法を適用される大企業の出先がいっぱいあって、中小の地場の経営者ももう持たないというか、だけど、その経営者の人は、大手は人を切れるだけ持っているからいいけど、おれのところは３０人。切れない。もっと考えれば、あの彼の顔の後ろに母ちゃんの顔が浮かんじゃって、子供の顔も出てくる。切れるか。歯を食いしばって頑張るからって言ってくれた日本型経営者。言われた従業員は、うちの会社って言ったのです。これが、日本の労使関係の中のルックイーストと言われた原動力だったのです。これをもう１回どういうふうにするかということを考えてほしい。

　その上で、先ほどパートの方の話があって、数がこれだけ増えたと、そのとおりなのです。約５,５００万の雇用労働者のうちの１,６００万人を超すのが、今、非正規社員と言われている人たちです。その人たちの労働条件は、今さら説明する必要はないでしょう。そのことを含めて、経営側が、直接雇用から間接雇用に切りかえるとすれば、その処遇についてどういうふうに整理をしていくのか。私が全国回りをしている中で、パートの人の集会で、徹底的につるし上げられた集会がありました。このことはあちこちでしゃべって、テレビにも出ました。パートの人から何を言われたかというと、「連合会長は、労働組合というのが経営よりひどい存在だということをわかっていますか。あなたたちは、私たちの労働条件の上にあぐらかいて搾取していると私たちは思っています」と言われたのです。１００％そうだとは思わないし、そうでない部分もあるけれども、「むげ」なるかなという気持ちでもある。

　私が事務局長になった８年前に、このようなことが起こると思っていましたが、今、そういう状況になっている。当時、大手企業の組合委員長に集まってもらって、「同じ屋根の下で働いているパートの人たちに対する条件を、みんなで向上してあげる努力をしませんか」と言ったら、できないという言葉があったのです。「そんなことをやったら自分たちの条件を下げることにつながるからだめだ」って言うのです。しかし、会長になったとき、仲間がいつのまにかリストラされ、気がついたらもとの職場にパートで来ている。３分の１、４分の１の時間当たり賃金で働かされている。結果的にもとの仲間だけじゃなくて、そういうことに味しめた経営者がたくさんいて、雇用転換をさせていけば、経営側は人件費が少なくなるからというのが、変な風潮としてはやってしまった。こういうことに対してつくりかえていく。

　そこでもう一つ出てきたのが、コーポレートガバナンス、コンプライアンス、ＣＳＲ。そしてさらには、今、論議をされているホワイトカラー・エグゼンプションの問題です。企業の社会的責任、法令遵守の問題は、経営だけではありません。労働組合もそうです。政治も行政も然りです。今すべて、戦後５０年、６０年のうみを出さなきゃならない時期に来ていると。この中で、これからどういう時代を迎えていかなきゃいけないのか。そのことに対しては、原点にもう一度戻ろうよ。組合は、経営のチェッカーの役割を本気で果たせるのか、やってくれているのか。今日、雪印の委員長がおられますが、前の委員長は私の高校の後輩でした。ちょうど雪印の不祥事が起きたときに、電話がかかってきた。「先輩、申し訳ない」と言うから、「おまえ、ちょっと来い」と言った。「どんな状況だ」って言ったら、すっ飛んできて説明してくれました。その時に、「何で職場の安全衛生委員会、経営協議会の中でやれなかったのか」と言ったら、「やっていたのだけど、だんだん危機意識が薄くなっちゃったのだよね。」要するに、チェッカーとしての役割をどうするか。労働組合の意見をなぜ企業が聞くか。現場のことを経営者より、経営側のラインにいる人たちより、よっぽど組合が、現場をつかんでいて、その現場に対しての改善策を持っているのが組合でなければならない。このことが今、６０年の中で風化しつつあるのではないかということ。ここが企業別労働組合の限界がきていると言われてもやむを得ないのではないか。これは労使の問題ということを、私はこの中でいつも言わせてもらっています。

　その中で、ホワイトカラー・エグゼンプションはこれからどうなるかというのはあるのですが、各種法改正が、ほとんど学者が主体になってやられているので、労使問題について全く認識がないのです。持ち株会社制度のときにそのことに気がつきました。学者と、当時の日経連の福岡専務、私等で委員会をつくりまして、この持ち株会社制度をつくったのに、使用者責任と労使関係、協議の問題はどういうふうにするのかということを整理しないとでき切れないです。例えば、カルロス・ゴーンが、村山工場を閉鎖する、３,０００人、それから、某車体会社、売却譲渡すると決めると、この車体会社は法人格を別に持っている労使なのです。経営の主体も別々なのです。ここで決められた売却方針は変えられない。やれるのは、そこにいる人の雇用問題をどうするかという話しか組合はできないだろうと。使用者責任、その経営上の問題についての責任はどこまであるのですかということ。

　その上で、村山工場を閉鎖すると言われたときに、本部・本社で交渉をやった。従来なら組合は現場にそのことを説明して、組合員に周知徹底をして意見をもらい、それらを踏まえて交渉に入る。しかし、そのことを周知徹底した途端に、外に情報が出ていく。株価に影響する。守秘義務はどうなるのだ。これも整理されていない。だから、今、村上世彰もいろいろ出ているけども、インサイダー取引の限界点はどこですか。組合の場合には、その交渉に直接タッチした人が株の売買をしなければ、インサイダーには引っかからないということに一応はされているけれども、しかし、守秘義務の問題についてどうするかということについては、まだまだそこはどうなるかわからない。今までの労使関係上、企業別でやられていたことはグループでどうやるのかという交渉体系をつくらなきゃいけないかもしれないし、そのことがインサイダーになるかということも、労使協議の仕組みも変えなきゃならないかもしれないということを含めて、非常に難しい時代になっていますよということを考えていただければと思います。

　その上で、社会変化の問題についてですが、この中で興味のある方は、帰ったらパソコンを開いてみてください。ヤフーからでいいです。アメリカ大使館と打ってもいいし、アメリカからの年次改革要望書、そうすると、アメリカ大使館のホームページの中のこの年次改革要望書がドーンと出てきます。大丈夫です、日本語で書いてありますから。プリントアウトすると７０ページあります。なぜ私はこんなことを言っているかというと、１９９３年、クリントン大統領と宮沢総理が会見し、日米がそれぞれに要望書を提出することにし、９４年から双国が要望書を出したのです。日本からも出していますが、アメリカ政府は歯牙にもかけません。日本の政府は、各省庁とも金科玉条でこのことを扱っています。これは全部の業界に当てはまることです。情報通信、交通運輸、科学、エネルギー、薬品、食品、建設、その他もろもろすべての業界に対して、規制緩和、自由化、民営化をこうやれ、ああやれ、こうしなさい。挙げ句の果てに、その協議に対しては、アメリカのこういう業界も参加をさせろとまで書いてある。１２年続いてきたのです。その中で言わずもがなですが、民営化は郵政だけです。これは、アメリカに利益供与をさせたいという発想なのです。金融、証券、生命保険、損害保険すべてこの適用がされました。そして、その中で特にひどかったのは、不良債権を処理しなさいと。小泉さんの５年５カ月、進んだといえばこのことが一番です。確かにきれいになりつつあります、全部じゃないけど。

　しかし、この国の債権を処理するに当たって、公的資金というきれいな名前で皆さん方の税金が投入されました。一例を言います。政府系金融機関であった長銀がドボン。あのときに公的資金を入れました。８兆円です。そして、きれいにした後に、買い手がつきました。リップウッドです。２０億円で買いました。リップウッドは、新生銀行として株を上場します。２,０００億円で株が売れました。１,９８０億円リップルウッドは、利益を上げた。どういう名前が浮かびました。全部いわゆるハゲタカファンド。これを規制緩和という名前の中で進めさせたツケがここにきているという。郵政民営化の話はいろいろ言いたいこともあるけど、今日はあまり言いません。

　ということをやってきた５年５カ月の中で、②に書いてあるように、失業率以下、とんでもない数字が、今、全部入れ込むと入る。これは１９９５年、戦争が終わってから５０年のときの数字と現状の数字と比較して入れてみてください。どのぐらいおかしい状況になったか。よくなったと言えるのは、一番初めの失業率。ピークは５.７％ありましたから、これが今４.２％ぎりぎり切ったかどうかというところまできているけれども、中身は正規雇用を非正規雇用に変えたという数で埋め合わせているだけの話です。

　そういう中で、消費性向を一番左右する貯蓄。これは皆さん方の業界でも影響されるけれども、私は、これが今、世の中の現状を表しているのだよと言っているのは、預貯金ゼロ世帯なのです。世界で一番貯金を持っていると言われている日本は１,４００兆円。１家庭当たり１,５４４万円だと言われている。この日本の中で、うちは貯金がありません。この間、夕張市の実態がテレビでやっていました。石炭で日本を支えた産業があった町。企業城下町がつぶれ、１つの産業が消えちゃうという縮図です。あの中でおばあちゃんが映りました。「細々と年金をもらっている。しかし、もうこれだってどうにもならない。来年の春には、ある貯金も底を尽きます。生活保護を申請しなきゃならない。もし認められなかったら死ぬしかない。７３年間、何で生きてきたのだろう」と言っていました。もう本当に身につまされるお話です。

　しかし、これが今の日本なのです。２３.８％。去年が２２.８％。その前までは、１０％を超えたことは一度もないのです。戦後６０年の中で、この２年間を除いて、たった一度あります。昭和３７年、１９６２年、東京オリンピックの２年前。このときに、預貯金ゼロ世帯が２０.７％。私がちょうど就職したころです。大卒１万２,０００円、高卒８,５００円という初任給でした。それでも少ない給料の中から、２年後の東京オリンピックをテレビで見たいよなって言って一生懸命貯めて、テレビを買って、間に合ったねと喜んだ。その次、何を買おうか、冷蔵庫かな、洗濯機かな、将来の生活に夢や希望があった時代。預貯金ゼロ２割です。現在は今あった貯金を食いつぶしてゼロ。生きていかなきゃならないのだとすれば、カード破産でドボン、自殺者が３万２,０００人、連続７年増加なんて今、世界の中で日本だけです。ホームレスがどんどんふえる。ここからは近いから、皇居前広場の清正の銅像がある清正公広場のほう行って見てください。皇居前にブルーテントがもう出ていますよ。こういう時代になぜか、ついこの間まで“１億総中流”と言っていたじゃないですか。これが壊されてしまったのです。格差社会、二極化社会になってしまったということなのです。その“１億総中流”の１億というのはどの層だったのかというのが、その下の目指す社会より下に書いてある給与生計世帯。言いかえると、サラリーマン家庭、８２.７％、１億２,７００万の中の８２.７％が１億人なのです。最下層でもないこの１億人が今、分解されてしまったということなのです。これをどう取り戻そうかというのが、これからの社会。これが労使に非常に過大にかかってきます。

　４つの社会変化と書きました。グローバル社会。これにはもう国境はない。少子・高齢社会。ここで先ほどの図面で説明します。網かけを見てください。１９００年、４,３８５万人と書いてありますが、これは明治３３年です。そして、その次の網かけが、１９４５年、戦争の終わった昭和２０年、７,２１４万人。１億総火の玉と言ったけど、１億人はいなかった。戦争で亡くなった軍人が２３０万人、一般国民が８０万人、３１０万人がこの太平洋戦争で亡くなりました。だから、７,５００万人いたということです。そして、戦後、総人口がどんどんふえます、ピーク１億２,７７４万人。単純計算してください。戦後６０年間で、日本の国民が５,５００万人ふえています。団塊の世代が、昭和２２年から２４年までの３年間、平均２７０万人ふえました。３年間で約８００万人です。そして、昭和２１年、２５年、２６年、２００万人を超えた出生者がいました。６００万人です。この２１年から２６年までの団塊世代を含めた６年間、１,４００万人。５,５００万人のうちの１,４００万人。この人たちが今年から６０歳になるという時代になってきたということです。当然のことながら、生産年齢人口、１５歳から６４歳。これもふえている。真ん中に書いてある２０００年の縦線。ここまでが高度経済成長時代です。収益がいっぱいある、稼ぎ手もたくさんいた日本は、家庭生活も含めて豊かになったという時代の右肩上がり。ところが、これが、２０５０年に向けて急降下をしている。特に問題なのは、働き手が減ってくるということです。

　３つ目の線が、年少人口、子供の数です。ピーク１９７５年、先ほどの説明した資料の中で、１９７４年までは、出生率２.０を下回ったことはありません。ここから急降下。最近、０.０１修正されたけども、２００５年、出生率１.２５。そして、恐ろしいのは、その次の下の線。２０００年に入る直前に、老年人口６５歳以上と子供の数が逆転をします。なぜ恐ろしいか。日本の一般会計は８０兆円です。そのうちの４分の１強、約２３兆円が福祉予算で使う。この福祉予算のうちの７割が、老人に使う医療。子供の予算は４.３％。ということは、同じ福祉予算の中でも、金のかからない子供の数が多かったのに、それが少なくなって、金のかかるお年寄りがふえてしまうという日本の国家財政になります。だから、大変だということです。

　そして、もう一つ、その次、２０１０年を超えたところで、お年寄りの方でも、後期老年者のほうが増えてしまうという実態。この人口構造の変化を頭の中に入れていただきながら、２ページの一番下のところの、人生８０年時代というところを見てください。先ほど、長寿は人類の夢、しかし、宝の子供が少なくなる。人類の夢、これが少なくなる。今の時代をどうするかということですが、人口構造の変化を頭に入れてもらいながら、団塊の世代の１,４００万人がリタイア組にもう入ってきてしまったということを含め、システムを取りかえようということなのです。これが、企業の、今年の春闘で行われた交渉の中で、厚生労働省が出してきた高齢者の雇用延長問題、これについて考えてほしいところにつながるのです。

　日本の季節は春から始まることになっている。青春という言葉しかあまりヒットしていない。ただし、東洋思想の中では冬から始まるのです。玄冬、室に入る土の中、卵、さなぎ、芽が全部育まれている土壌の中なのです。これを人生に置きかえると、ゼロから二十です。そして、芽が出、種が生え、卵がかえり、生み、育て、育む時代。これが２０から４０歳の青春時代。そして、燃えるような夏、人生を一番人類として生きる活力の満ちた、燃えるような夏、朱夏。これが４０歳から６０歳。その上で、静かに収穫をめでながら人生を全うしていく、６０歳から８０歳。これが白秋。玄冬、青春、朱夏、白秋というふうに言ってあるわけです。これは「団塊の世代」をつくった堺屋さんの提唱です。

　なぜそのような事を言っているのか。今、「功名が辻」をやっていますね。あの中で、信長が本能寺で死にます。死ぬ前に必ず同じ言葉、あるいは踊りながら死んでいきます。謡の中から一節をとる。「人生５０年、下天の内をくらぶれば、夢、幻のごとくなり」と言って死んでいくわけです。あの５０年はあの時代だけじゃないのです。明治維新、そして明治、昭和の初め。１９５６年、国連加盟をし、日本人の寿命を統計として出しました。ちょうど今から５０年前です。男６４歳、女６８歳に達したのです。人生６０年代に突入したのはこの年からです。だから、それまでは５０年時代。５０年時代はどんな年代が活躍したのか。日本を変えた一番大きな力、明治維新。坂本龍馬は死んだ時には３３歳です。志士を指導した吉田松陰、３０歳で亡くなりました。そうはさせずと頑張った近藤勇、板橋で捕まって処刑になったとき、３５歳です。副将で参謀格だった土方歳三、坂本龍馬と同じ年です。２人よりちょっと長く生きていますが、五稜郭で３５歳で亡くなりました。５０年時代は３０歳、３５歳が国を動かす原動力の年代だったのです。８０年時代は、年は８掛け、気持ち７掛けというと、お年寄りの方たちに喜ばれますけども、６０歳中心が今の世の中を動かしてくれるということに変えなきゃならない。

　ところが、企業の問題、社会システムが変化をしていないのです。５５年定年がついこの間まで、６０歳に変えたけど、実際はまだ５５年定年になっているようなものです。厚生年金は６０歳支給でした。これが、６５歳まで上がっていきます。今、その途中にあるけれども、この５５歳定年、６０歳時代がついこの間まで。６０歳で年金をもらえるのだって、平均受給年数は６．１年です。６０歳まで積み立てて、年金をもらうようになって、６年間で大体平均的にいなくなった。年金財政、楽に決まっている。今、６５歳になります。しかし、平均寿命８０歳だったら、女性はそれより約５年上ですから、男１５年、女２０年、年金をもらうのです。

　そして、もう一つ、５０年時代、６０年時代の青春、あるいは成人式というのは、日本は２０歳しかなかったけれど、人生８０年時代、２０歳成人、４０歳不惑、６０歳還暦といった場合、年が改まるのですから、８０年時代はもう一回青春を迎えられる年数が残っているわけ。この６０歳から８０歳までは、０から２０までの成人と違って、社会経験、知識、いろいろなものを含めて、全く違う存在の、これから迎える第２の青春時代。このことを活用しない手はない。働けと言っているのではない。

　私は、今日の中で一番年長ですよとあえて言ったのは、６６歳、もう完全に前期老年者の仲間入りの年です。昔だったら、ちょっと年金もらって、もういなくなる年なのです。しかし、この中で皆さん方がリタイアしていく先輩、仲間を見ていただければわかるように、これからその人たちをどういうふうに活用していくかという時代なのです。働くかということです。そして、リタイアする団塊の世代を含めて、自分が今まで培ってきたノウハウをどうやったら社会に還元することができるかどうかということを考えるのが、これからの高齢社会のそれぞれの役割だと思います。そこにシステム、ルールを変えてください。先ほど労使関係上の問題と、三種の神器だとか、分配構造の問題を言ったけれども、今までの人生５０年、せいぜい６０年時代までしか考えていなかった今の企業の中のシステムをどう取りかえるか。

　その上で、今までは企業城下町なのです。キッコーマンは野田市、野田を持っていて、しかし、だんだん奮わなくなってきたら、町も衰退するのと同じように、夕張、さっき話に出したけど、産業がなくなれば、町そのものが滅んでしまう。今、日本で一番景気がいいのは、愛知の豊田市。トヨタはあのような状況だからいいが、だめになってきたところはどうするかということを考えると、企業そのものが地域コミュニティーの一番のもとになっていた時代。これがそうでなくなるとなれば、企業は企業で、組合は組合で、組織の中だけでいたことが、地域社会にこれからどういうふうに貢献するかという役割も果たしてもらわなければ困るということです。これが３ページ目に書いてある、労働運動、労働組合、福祉活動が何をやったらいいかというところにつながります。

―新たな労働運動・社会福祉運動を目指して―

　きょうはその話が主題じゃありませんので、一番下のところだけ申し上げておくと、私は、２期目に入った連合会長のときに、「組合が変わる、社会を変える」というふうに、連合のスローガンを変えさせてもらった。それは、戦後５０年から６０年やってきた日本の企業別労働組合を中心にした労働運動は、間違いではない、役に立った。しかし、時代が変わったことによって、同じやり方、同じツールをそのまま持っていていいのか。これを思い切って見直した中で、今まで自分たちの条件だけをやるという労働組合企業組織の中のいわゆる塀の中のこりない面々から脱皮をしてみませんかと呼びかけをしたのが、連合会長としてのアクションルートをやったという自分の動きなのです。

　その中で、いろいろなことがあったけれども、痛感をしたのは、地方を回れば回るほど、今までにない日本社会になっているということなのです。これは安全神話が崩壊してしまったのですよ。これに対して、今まで職域運動だった労働組合、職域の中だけ充足させると言った企業の活動を、地域の共生に、共存にどう向けていくかということを考えてもらわなければならない時代になってきた。そのことに踏み出すためには、職域運動と地域運動のミックスが必要です。運動に限定すると、社会を変革する運動は４つ。１つは、百姓一揆、農民運動。もう一つが、レジスタンス、市民運動。これは今、ＮＰＯ、ＮＧＯが肩代わりしている。そして、一時代をリードした学生運動。さらには、今、この気構えは、まだまだ私は失わないと言っている労働運動。これがそれぞれの役割の中で、職域運動と地域運動をミックスさせながら、１つの企業なり、１つの組織の中に限定をしていた運動から、社会参加、社会貢献をしていく運動にどう変えられるかということです。今、やらせてもらっている中央労福協。私がこれは一番向いている組織だろうということで、連合会長から初めてここの専任ということでさせてもらいました。渡邉会長にもこの副会長をやっていただいています。

　そういう中で、ここから先、労使関係をどう考えるかということは、日本の最大の武器を失わないでほしいということをぜひ経営側の皆さんにはお願いをしたい。そして、労働側の皆さんには、この６０年間の中で、企業別労働組合が機能し、効果を発揮してきた時代。その中にいつまでもあぐらをかいていてはいけませんよということ。要求すれば、答えが取れた時代。しかし、今は自力の労使ではなかなか答えがもらえない時代になってきた。何を言っているかというと、企業別の労働条件なら、企業の中でやればある程度取れるのだけれど、それ以上にもっと働いている人や家族に対して、企業に対して影響の大きいものが政治の場でやられているということなのです。社会保障がそうです、税制がそうです。すべての問題が企業の中で解決できない問題なのです。これについては、ある部分は、労使が一体的に生活というものをコアにしながら、地域社会をいかに発展させていくかということを考えた場合には、共同戦線がとれる項目があるのです。そっちのほうが圧倒的に今、大きいかもしれない。

　私は４年間の中で日本経団連の奥田さんと対決をしたけれども、一緒にやったものが幾つかあります。ワークシェアリングに対する政労使会議、政労使雇用対策会議、そういうものをすべて日本経団連と一緒にやり、最終的には、税制と社会保障の一体的見直しによる抜本改革をなし遂げるための「社会保障に関する在り方懇談会」を政府の中でつくり、６大臣、官房長官以下と、６人の民間側委員との２年半にわたる協議をやりました。まだ完全につくり切れていない部分。そういう共同歩調の中で、世の中を支えるトライアングル。これは、政治と経営と労働なのです。政治、行政でもない。政治家、経営者、労働者という家とか者とか３つ目の言葉はつけません。ジャンルとしては、政治と経営と労働なのです。それで、それぞれの立場や役割を持っている人たちが、それぞれの協力をし合えるかどうかという共同が、今のこれからの世の中に求められている。その中で、個別の条件については、対立もいいし、決定的な話し合いも必要でしょう。しかし、そのことを踏まえた上で、連合は、中坊連合評価委員会に指摘をされたように、世の中の働いている人と、世の中から見れば、恵まれた存在である労使だということを自覚した上で、社会的な影響力をどうこうするかということにつなげていくという役割を果たしていただきたい。日本的労使関係を大切にしながら、新たな労使関係の構築に向けて、一層努力して欲しい。以上申し上げて私のお話にかえます。ご清聴ありがとうございました。

以上
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